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【紹介】

S・LShetty，“StructuralRetrogression

inthelndianEconomysince 

theMid-Sixties，，(１） 

絵所秀紀

（１）はじめに

昨年（1979）７月，デサイ・ジャナタ政権の崩壊に象徴されるインド政

界の混乱は，その後更に一層の混乱を惹起するなかで，やがて本年１月の

総選挙によって会議派（１）の圧勝として転回し，ここにインディラ・ガ

ンジーの権力の座への「奇蹟的」復帰となった。まことに「アジア的」な

政治の「原点」を見た慾に襲われたが，一見こうした奇を怪をな－連の珊

態の進行の背景には，(1)ジャナタ政権内部で露骨かつ無節操な権力志向

による派閥あらそいが絶えず，ために国民の間に「インデイラもジャナタ

もこの点においては同罪」（｢政治家は皆似たようなもの｣）という諦めに

似た雰囲気が広がっていたこと，(2)更に経済的にも，７９年に入ってからの

急速な物価上昇，砂鮒・電力等の供給不足，闇市場・ブラックマネーの拡

大，絶対的貧困者数の一層の増大，等女という形での悪化が顕著となり，

ジャナタ政権の経済政餓は「無能」であるという考えが国民の間に定着し

たこと，が大きな要因になっているように思われる。７７年３月の第７回下

院選挙の際，ジャナタ政権の圧勝という形で結実した国民の当政権にかけ

た期待が大きかっただけに，反動もまた大きかった。こうした状況の中で

は，前回選挙の際に反ガンジー側から打ち出された「民主か独裁か」とい

う問題のたて方は，一部の知識人を除いて，もはや国民にアピールすると
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ころ少なく，逆に今回選挙ではガンジー側から打ちだされた「安定ある秩

序か無秩序か」というスローガンが，名門ネルー家の出自であるイソディ

ラのカリスマ性に支えられながら，よりリアリティーをもった選択問題と

して国民の眼に映ったように感じられた。

ともあれ長期ガンジー政権下末期の75年における非常事態宣言以来激し

く揺れ動くインド政治の底流には，経済の胎動＝再編が生じていることを

見おとしてはなるまい。こうした現実経済の再編動向に対して，インド経

済の総合的かつ構造的な姿を把握せんとする知的活動が，その論理のふく

らぷを増しつつ近年ますます盛んになってきている。とりわけボンベイに

拠点を置くECO"0”ｃ＆ＰＣﾉﾉﾒｊｃａノＷ“ﾙﾉj'誌上の諸盈の論文が注目に価

するものであるが，その特色は「インド生産様式論争」という形で展開し
（２）．．．．｡ 

ている点に見出され，その意味で現在のインドはマルクス主義社会科学の

「黄金時代」をむかえていると言っても過言ではない。こうした「インド

生産様式論争」隆盛の背景としては，まず第一に国際的な広がりをもつ

「生産様式論争の復活」ブームの影響を挙げなければならないが，と同時

により直接的にはガンジーによる非常事態体制が反ガンジー派知識人たち

に与えた危機意識が大きな引き金となっているように思われる。

ここで取り上げるＳＬ、シェテイの「60年代中葉以降のインド経済の構

造的後退」と題する長大な論文も，以上に述べたコンテクストの中でまず

理解されなければならない。しかしながらそれと同時に，シェティ論文の

特質は，マルクス主義の古典からのいたずらな引用や抽象論議を一切避

け，確実な統計手法を駆使しつつ，あくまでもインド経済の具体的な動向

の中から，その構造的特質を析出せんとする方法をとった一個のすぐれた

実証研究である。筆者があえてここで紹介する理由もそこにある。

(1)Ｓ､Ｌ・Shetty,“StructuralRetrogressioninthelndianEconomysincethe

Mid-Sixties,',Bombay,Economic＆PoliticalWeekly,1978,79ｐｐ・本論文

はもともと1978年２月に刊行された同誌AnnualNumberに掲戟されたもので

ある。その後いくつかの論点が書き加えられ，また統計諸表の増補をなして刊
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行されたものである。また同名同論文がNationallnstituteofBankManage‐

ｍｅｎｔ（Bombay）からも刊行されている。いずれも基本的論点に変更はない。

シエテイ氏は1936年生れ。現在インド準備銀行経済局・銀行部のDeputy

Director.“TaxBurdenonFarmamdNon-FarmSectoｒｓｉｎｌｎｄｉａ（An 

lnter-Sectoralandlnter-CIassAnalysis)”で，ポンペイ大学よりＰｈＤを取

得。

本論文の他に，主要論文としては，

①"RecentTrendsinlnter-SectoralTermsofTradeinlndia，'ECO"0腕ic＆

POJificaJWCeﾙＪｙ,Ｊｕｎｅｌ９１１９７１ 

②"AnlnterSectoralAnalysisofTaxableCapacityandTaxBurden， 

I"`iα〃ん”"αJけＡｇγiczu〃”ａｌａ０"o"8jCSjJuly-Septemberl971

③"ANoteonDistributionoflndirectTaxBurdenbyGradesoflncome 

inFarmandNon-FarmSectors”ＴｌｌｃＩ，zdia〃ECO"o"lic〃”"α１，July‐

Septemberl971 

④"Inter-C1asslncidenceo【TaxationinFarmandNon-FarmSectorsin

lndia,''五℃0"ｏｍｉＣ＆PoJijjcuJW“ｈ１ｙ,December28,１９７１

⑤"DistributionofUrbamHouseholdWeaIthmlndia8AFirstApproxL 

mation''Ｅｒｏ"o"Zic＆ＰＣﾉﾌﾞｊｉｃａノＷ“AFly,April27,１９７４＆Ｍａｙ４，１９７４

⑥"RecentTrendsintheFinanceofPublicLimitedCompanies，,Rese〃ｃ

Ｂａ"ん〆、`ｊａＢ〃ﾙﾉﾌﾞﾌﾟﾙＪｕｌｙｌ９７２

⑦"EstmatesofPotentialTaxRevenuefromtheFarmSector,”ECO"0”Ｃ 

＆Ｆ０Ｊ"ｉＣａｌＷＦｅﾙｂ１,SpecialNumber,Augustl972 

③"TrendsmWagesandSalariesamdProlitsofthePrivateCorporate 

Sector,，αo"0椀ｉｃ＆PCJﾉﾉｉｃａＪＷＵｃﾙｌｙ,Octorberl3,１９７３

⑨"DevelopmentofCommercialBankandOtherInstitutionaICredit：A 

NoteonStructuralChanges”ECO"0"ljc＆ﾙﾉﾉﾉｊｃａｌＷ”jしり,Ｍａｙ８，１９７６

⑩"PerfbrmanceofCommercialBankssinceNationalisationofMajor 

Banks：PromisesandReality,,ＥＣＯ"o腕iＣ＆ＦoJiZiCaJWどeﾙb'，Special

Number，Augustl978 

等々がある。

ところで私は海外研修期間中に，－部ポンペイを中心にしてインドで調査研

究に従事したが（1979.6～1980.1)，その際幸運にもシエテイ氏とは何回か議

論する機会に恵まれた。その度ごとに氏の学問に対する真撃な態度とインド経

済の改革に対する情熱には知的刺激を換起され，かつ心うたれるものがあっ

た。非才を顕りふず，氏の論文を紹介せんと試柔た直接の契機は，ポンペイで
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の氏との避遁である．ここにあらためてシニティ氏に感謝するとと,tに，氏と

並んで現在のインド経済が直面する諸問題を理解するにあたって絶えず論点を

提起され，シニティ論文の問題点をも指摘してやまない，ポンペイ大学経済学

部のＰｒｏｆＡＮ､Ozaにも感謝の言葉がない。またOza氏をはじめボンベイ大

学経済学部のスタッフ諸氏に紹介の労をとって下さったアジア経済研究所，伊

藤正二氏にも，紙上であらためて謝意を表したい。

(2)その一端をかい寵ふたものとして，高橋満｢インド農業をめぐる生産様式論

争」「農業総合研究」３０巻３号，Ｓ51.7,SuzannePaine，“AgricUIturaIDe・

velOpmentinLessDevelopedCountries（Particular]ySouthAsia）：An 

lntroductiontoBhaduri''０２”Drj`ｇｅル”"ａＪｑ/ECD"､”Cs，ＶｏＬＩＮｏ、

４，Decemberl97Z 

（２）シェーティ論文の概要

本論文の構成は〔Ｉ〕Introduction,〔Ⅱ〕CamparisonofGrowthPer‐

formance,〔Ⅲ〕StructuralMaladies，〔Ⅳ〕CausesofStructuralRe．
６●●●●●●．◆● 

trogressionより成る。ここではなるべく忠実に論理の糸を追いながら内容

紹介につとめる。

〔Ｉ〕･「イントロダクション」では，インド経済は1960年代中葉以降｢持

続的発展努力の欠如」のために顕著な「経済構造の継続的かつ機構的な後

退」が認められるが，その原因は一体何か？という問題設定がなされる。

こうした問題設定に規定されて，「インド経済の構造的な諸特質」を把握

せんとする分析の視角としては，ただ単にマクロ指標を駆使するだけでは

十分でなく，まさに「全機構的・総体的把握」が必要であるという点が強

調される。さて「持続的発展努力の欠如」は，経済運営・プラニングにお

ける「怠慢と無方向性」に帰因するが，それは一方で栄養失調ｑ貧困・失

業が増大する只中で食糧余剰と外貨準備が肥大し，他方では国内投資が継

続的に低迷しつづけるという事態の同時存在として現象する。またこうし
■●● 

た「発展過程の衰弱」の歴史的原因として，(1)独立後の制度的･組織的改

革の不徹底によって生じた「経済制度の継続的な構造的硬直｣，ならびに
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(2)60年代中葉以前ですら，日本・中国と比絞すると，経済成長達成率が十

分なものでなかったこと，の二点が指摘される。

〔Ⅱ〕・「成長パフォーマンスの比較｣はマクロ指標を駆使しつつ,第１次

５か年計画開始期（1951/52）よりジャナタ政権成立に至る（1976/77）ま

での独立後26年間の経済成長の諸相を，第１期（1951/52～1965/66の15年

間）と第Ⅱ期（1966/67～1976/77の11年間）にわけて比較を試ゑたもので

ある。インドは1965/66～1966/67の二年間にわたって大飢鐘に襲われた

ので，この二年間を例外と承なして計算より除外し，第１期と第Ⅱ期の実

質所得の年間成長率を比較すると，それぞれ，４１１鬼，3.94彫となり，両

者の差異はそんなに大きなものではない。しかしこうした表面的な比較か

ら一歩進んで統計諸表を詳細に検討する中から以下の11:実が析出される。

(1)第Ⅱ期に比較すると，第１期の年間平均経済成長率にはより大きな安

定性がある。すなわち第１期の実質国民所得の年間平均成長率は，第１次

５か年計画期（1951/52～1955/56)，第２次５か年計画期（1956/57～1960／

61)，第３次５か年計画期(1961/62～1964/65)にかけて，3.66％→4.14影

→4.63％という一貸した所得｣伽ⅡのﾉﾘⅡ速傾向が見出されるのに対し，第Ⅱ

期にはこうした傾向はない。経済厚生という観点からゑると，「価格変動，

階級間・セクター間における所得のシフト，ならびに貯蓄・投資の不安定

性・後退に関しては，かなり高い．しかし不安定な成長は，相対的に低い．

しかしより安定した成長よりも有害でありうる｡」

(2)第Ⅱ期の成長に寄与したのは主として農業部門であり，組織的工業部

門の産出高成長率は第１期と比較すると低下しており，それは同時に当核

部門における投資の不振，生産能力の低利用，雇用増加率の低下をともな

った。

一方農業部門における産出量の墹大は「緑の革命」のために顕著なもの

があったが，しかしそれにもかかわらず，農業産出高の成長率も，ヘルタ

ール当りの生産性も，ともに第１期に達成された水準を越えることはなか
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った゜この理由は，「新農業戦略」（｢緑の革命｣）が二，三の穀物（とりわ

け小麦）に，更には二，三の地域（パンジャブ，ハリヤナ，ＵＰの一部，

南部諸州の一部）に限定されていたからである。の象ならず「緑の革命」

の対象となったこうした穀物・地域についても，そのインパクトは浪費さ

れてしまった。その理由として中でも重要な要因は，艇業部門における制

度的改革の欠如と土地・資産配分における著しい不平等の存続である。

(3)更に第Ⅱ期の成長は，一方でのインフラストラクチャー部門（運輸・

通信）成長率の顕著な低下と，他方での「公共行政・防衛」部門，ならび

に「銀行・保険」部門，とりわけ前者のゑせかけの高成長によって特徴づ

けられる。

(4)－人当り実質所得の年間平均成長率は第１期が2.07％であったのに対

し，第Ⅱ期は1.74％とはっきりと低下した。の糸ならずここでもまた第１

期に染られた成長率の安定的傾向（第１次計画期81.79％→第２次計画

期82.10％→第３次計画期：2.36％）は第Ⅱ期には認められない。

〔Ⅲ〕・「構造的病幣」で，分析は更に深化される。「所得と富の分配にお

いて著しい不平等がある経済，そして大半の人々の絶対的貧困と栄養失調

が一小部門の相対的な繁栄と共存する経済においては，一人当り平均所得

は意味のない数字にすぎない｣。６０年代中葉以降のインド経済がかかえる

問題は，単に一人当り所得成長率が低下したという事実にとどまらず，む

しろ「構造的悪化」の進展にあることが指摘される。ここにシェティは

「構造的悪化の諸相」を析出せんとする。すなわち－

(1)投資ならびに生産構造における深刻な歪承。これはまず何よりも純国

民総生産に占める「第２次」部門のシェアーの停滞として現れる。すなわ

ちそのシェアーは第１期に持続的に増加しつづけ，1965/66年：２３．３％，

1966/67年：23.4％とピークに達し，その後この水準を越えることばなか

った（第Ⅱ期の最高水準は1975/76年の22.8％)。換言すれば，第２次・第

３次計画期に大規模に創出された組織的工業部門の産出能力は未利用のま
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ま放侭された。「第２次」部門のシニアーの停滞は「第３次」部門のシエ

ァーの増大と結びついていた。なかでも過去10年間最も急速にシェアーを

拡大させたのは｢公共行政・防衛｣部門であった（1950/５１：3.5％→1955／

５６８３．５％→1960/６１：4.0％→1965/６６：５．４％→1974/７５：7.8影→1975／

７６８７．６％)。

次に工業部門内部でも「構造的後退」は進展した。第一に基本財・資本

財産業の成長が第１期に比較して低下しただけでなく，第Ⅱ期の工業生産

物の，それ自体貧しい平均成長率と比鮫してもなお一層低かったこと。と

同時に第二に注目に価する事実として，かなりの高成長率を達成した産業

の大半は「エリート志向的消費財部門」であった。「豪華ホテルの巨大な

ネットワークの確立，醸造業，香水・化粧品・歯みがき・ペビーフード・

ラジオセット・冷蔵庫・ルームエアコン諸産業，そしてあなたの所持して

いるもの－これら全て，大衆梢我財のための投資資金の配分を犠牲にし

たものである－が，この現象への証拠となる｣。

第三に，生産構造の歪みは農業部門においてもまた進展した。すなわち

穀物のうち，主として農業労働者・非農業労働者．およびその他の貧困階

級によって消費され，かつ相対的後進地域で生産される粗穀物（きび・あ

わ類，豆類）の産出高は絶対額で停滞あるいは減退し（食料用穀物の粗産

出額に占める，米・小麦を除く全穀物のシェアーは，1964/65年の33％よ

り，1974/75年には28.4へと減少)，それに代って米と小麦の産出高の成長

はめざましかった。とりわけ小麦生産の成長はめざましく，総食料用穀物

産出高に占めるその割合は1964/65～1965/66年における14％から1975/７６

～1976/77年には２３．４％へと増大した。ここでもまた「エリート志向的」

な生産構造への転換が生じたのである。

(2)ところで投資・生産構造における歪承の進展は，必然的に所得・資産

の分配の不平等を拡大する。農業における生産構造の歪みは，第一に諸地

域間の経済格差を強め，同一地域内でも潅慨地区と非瀧慨地区との格差を

増大させた。と同時に第二に農家間における所得と富の分配格差（階級間
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格差）をも一層増大させた。つまり「緑の革命」による穀物産出量増大の

利益は，政府の穀物買上げ価格の上昇措置のために，穀物価格の低下とし

'て全経済に浸透することなく，かえって富農層の所有権を強化する結果に

なった。の象ならず第Ⅱ期におけるインフレの加速化は，富農・中小企業

主・貿易業者・商人・工業品製造業者。および専門的非定額所得層（医

者・法律家・公認会計士，等）に有利になるように実質所得の移転をうな

がした。かくして「インフレーションは経済力の集中と巨大な不平等の制

度に深く浸透した」のである。

(3)更に投資・生産構造の歪象の進展は雇用構造の歪承をも呼びおこす。

まず非農業部門についてみると，①工場部門をとってZAても，②組織部門

(公共ｄ民間非農業部門）全体をとってゑても雇用増大率の低下は著しい。

前者①の場合，第１期の雇用増大率・増大者数は，第１次計画期が，それ

ぞれ1.0％，15.5万人，第２次計画期が，３，５影，65.0万人，第３次計画期

が，４．３影，９６．６万人と増力Ⅱしつづけ，第２次・第３次計画期にわたる１０

年間で総計161.6万人の雇用増加をふたのに対し，第Ⅱ期の10年間（1965～

1Ｗ5）のそれは988万人，年平均成長率にして2.0％にとどまった。②の

指標をとって染ても同様の傾向がうかがわれる。統計が利用可能になる第

３次計画期の５年間と，その後の第Ⅱ期（1966/67～1976/77）の11年間を

比較すると，前者の雇用増大者数は410.2万人，年率平均6603％を記録し

ているのに対し，後者はわずかに448.1万人の増大，年率平均にして2.29

影の増加率にとどまった。更に第Ⅱ期の特徴は，単に雇用増加率・増加数

が低下したというにとどまらず，増加雇用の大部分が非製造業部門（銀

行・保険ｃ政府行政部門）に吸収されたことに見出される。のみならず組

織部門雇用に関する第三の特徴として挙げられるのは，民間部門雇用の絶

対的停滞ｂなかでも民間製造業部門雇用のそれであって，1960/61～1965／

66の５年間と1966/67～1977/78の10年間との雇用増大者数の比較をしてみ

ると，前者の83.8万人から後者の25.1万人へと激減している。

農業部門については利用可能な統計が十全でないために，どれだけの矢
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業者・不完全就業者がいるか正確に把握することはできないが，いくつか

の推計をたよりにすると，そこでも雇用状態は悪化している。その主理由

は農業機械化の進展によって産出物単位あたりの雇用者数が減少したから

であり，また「緑の革命」のインパクトによって農業発展地域から穀物を

充当している地域の雇用が減少したためである。

(4)こうして，６０年代中葉以降の腱・工両部門における投資・生産構造の

歪承の進展は，一方では所得と富の不平等の拡大という形で分配構造の歪

みを進め，他方では雇用榊造の歪永（雇用増加率の低下，ならびに非製造

業部門への増加雇用の吸収）をも進めることになったが，これらあいまっ

て｢貧しいものはますます貧しくなる｣構造として現象する。すなわち「貧

困ライン」以下の人口数増大として現れる貧困と栄養失調の増大であり，

－人当り基礎的賃金財利用度の低下である。基礎的賃金財の主要構成品で

ある殻類・豆類の－人当り利用度は，第１期にはゆるやかな上昇傾向をた

どった（1956年：一日430.9グラム→1965年：480.2グラム）のに対し，そ

の後は1972年の467.3グラムをピークとして，この６５年の水準を越えるこ

とばなかった。なかでも豆緬のおちこゑは大きく，1965年の61.1グラムか

ら，1974年には41グラム，1976fiAには51.5グラムへと激減した。

最後に〔Ⅳ〕・「臓造的後退の諸原悶」としてシェティが指摘するのは，

「プラニング・プロセスの衰弱をともなう一連の政策活動あるいはその不

活動」である。それは経済機能の深刻な歪象となって現れる。すなわち，

投資・貯蓄努力の縮小（とりわけ公共部門)，公共部門のプラン支出の削

減による成長の捕縛，過去のプラン・プロジェクト維持資金の不適切な配

分，不十分かつ不公平な資源活用，無差別な財政赤字への依存，公共支出

の非発展部門への膨大な浪費，加えるに産業統制の緩和による民間部門の

投資・生産パターンの歪承の進展。以下，いくつかの論点にまとをしぼっ
てシェティの行論を紹介していく。

(1)まず指摘されるべき点は投資＝街本形成成長率の低下である。純国内
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貯蓄・純国内資本形)父は第１期には安定的に増大しつづけ，とりわけ第２

次・第３次計画期における総投資は12.6％の年間平均成長率を達成した。

これに対し，1966/67～1975/76の９年間のそれは3.1％であった。「換言す

れば，1955/56年より1966/67年に至る11年間の経済の強さの主要な源とな

ったものは，年間平均12％にものぼる固定資産形成の成長率であった。同

じ論理によって，次の10年間における国民経済の禍の責を負うべき主要因

は，前期に比肩しうる固定資産形成の増大を達成できなかったことにあ

る｣。ところでこうした最近10年間における投資成長率減退の原因は，政

府による投資戦略の変更，つまり「製造業」に対する「農業」の重視，あ

るいは「製造業」内部での大衆消費財への重点移行といった投資プログラ

ムの再編によるものではない。否，この点においては何らの変更もなかっ

た。更にまたその主原因を同時期における援助の減退に帰することもでき

ない。むしろ国内投盗停滞の根本的原因は国内貯蓄の低滞にあり，首尾一

貫したプラニングの欠如にある。

(2)低貯蓄・低投資問題は公共部門の役割の低下とわかちがたく結びつい

ている。純国内貯蓄に占める公共部門貯蓄のシェアーは1964/65年に30.2

形と最高水準に達し，1965/66年には23.1％，その後1973/74年に至るまで

12.0％～17.ｏｚに低迷しつづけた。同様に純国民総生産に対する公共部門

貯蓄の比率も1963/64～1965/66年にわたる2,6～2.9％を最高水準として，

その後は1.2～2.2％へとおちこんだ。他方，公共部門の所得比率（純国内

生産に対する公共部門のシェアー）は墹大しつづけたのであって，まさに

この点がインド経済の病状悪化の中心点であり，この現象の背後に財政の

乱費と無規律という靴『実が横たわっている。つまり，課税・市場からの賛

入れ・財政赤字に依存しつつ，より巨額の国内資源が公共部門に吸収され

ていったにもかかわらず，その支出のうち生産的投資にまわる分がますま

す減少したことに問題は求められる。逆に言えば，非生産的・非発展的投

資支出の増大こそが問題なのであって，その原因は中央政府の予算配分の

歪糸，すなわち州政府ならびにその他関係者に対する移転支出の増大とい
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う形での資源の分|M〔である。中央政府予算に占めるこうした移転支出のシ

ェアーは第３次計画に至るまでは24～25影であったのに対し，「年次計画」

期（1966/67～1968/69）には33.2％に，第４次計画期には37.5％へと増大

した。その後，そのシニアーは33～35％へと若干低下したが，初期の15年

間における24～25％と比較すればはるかに高水準である。とりわけ顕著な

増加をふた＄のは，①輸出促進支出，政府による食糧買上げ価格支持のた

めの支出，および食料用穀物の分配に関する支出等の補助金，および②自

然災害（飢蝕）に対する救済支出，いくつかの州政府の当座貸越に対する
支出という形での移転支出であった。

(3)さて赤字財政に依存した非発展支出の墹大は，経済システムの中に巨

額の盗金流動性を生玖だし，商,品市場に対して過度の圧力を強いる。６０年

代中葉以降の失業の増大は基礎的消費財市場の狭鹸化をもたらしたのであ

る。「公共部門が十分な投資と雇用を創出しなかったので，民間部門は生

産・投資増大のイソセソティプを見出すことができなかった｣。つまり「過

去10年間余りにおける国内投資の相対的停滞の責を負うべき唯一かつ最も

重要な要因は，全体の発展プランにおける公共部門の役割の低下である｣。

したがって次の課題は，以上のような状況の中での民間部門の動向の特質
を探ることである。

第一の特質は，公共部門投資の減退の民間部門の生産・雇用・投資に対

する反射効果の中に見出される。すなわち1965/66～1975/76年における民

間の工業生産は全体で30形の墹大を梁たのに対し，雇用の増大は7.4＄に

すぎなかった。また中・大企業の総固定資産形成は，現行価格で計測した

場合130影，1960/61年価格で計測した場合70形の増大を示している。この

ことは，雇用増大という企業に課せられた社会的・経済的責任をないがし

ろにして，巨大な経済力が民間企業部門に付与されたことを意味する。

第二の特質は，民間製造業部門によって調達された投資資金の大部分が

貸付ならびに株式・社債への投資という形をとって公共金融機関（長期金

融機関ならびに国有化された商業銀行）により提供され，しかもこうして
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提供された資金趣がjji当間部門の投資需要，とりわけ民間工業部門の緩慢な

雇用増大率と比較すると，均衡を失するほどに巨額のものであった点にあ

る。これに対応して，民間企業の資金調達の比重は直接金融．内部金融依

存から間接金融依存へと大きくシフトした。

第三の特質は，巨額な資金が民間部門に流入したにもかかわらず，それ

に象あう投資．雇用の墹大をもたらさなかったという，その理由の中に見

出せる。その理由とは，①資本集約的プロジェクトの優先であり，また②

政府．民間両部門において財政の無規律が支配する雰囲気の中で相対的に

安いコストで公共資金が自由に利用できたために，プロジェクト推進者に

よってプロジェクト・コストが膨張させられたり，あるいはまたコスト超

過の偽装がおこなわれたからである。

(4)上記の分析より肌かになったことは，適切な政策がなければ，ただ単

に民間部門に金融資源をつぎこむことは反生産的になりうるという点であ

る｡同様のことは産業統制の緩和についても筒える。すなわち，６０年代にｌ’

葉以降の産業統制の急速な緩和（｢産業特許制度」の緩和）は次のような

経済的打撃をもたらした。①非合法的生産能力の創出が先行し，それを追

認することが常態となった。②犬・中規模工業による生産能力拡大の余地

があまりにも拡大かつ多様化したので，産業特許制度それ自体が一個の戯

画にすぎなくなった。③投資事業の決定がほとんど民間企業にまかせられ

てしまったので，プラニングにおける優先部門と何らの連関をも失ってし

まった。④生産と投資のパターンがますます大衆消費財から乖離すること

となった。⑤非公認生産能力の拡大・多様化は，現在ならびに将来におけ

る生産能力に関する不確実性を増大させることになり，ために投資環境の

悪化を招いた。⑥最後に，工業生産能力および経済力の集中が大幅に進展

した。

（３）一つの小さなコメント

以上の概要からうかがわれるであろうように，シエテイ論文の考察範囲
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はきわめて包括的であり，かつすぐれて論理的である。彼の言う「樵造的

後退」（structuralretrogression)とは，投資・生産．分配．雇用・消費諸

構造における歪承の進展一生産的部門より非生産的部門への資源のシフ

トーを意味するが，当論文の注目に価する特色は，とりわけ「富と所得

の分配」という観点を分析の底辺に据えた上で，上記の諸構造の連関を，

決して十分とは言えないインドの統計資料を正確に処理．操作するという

手続きを経ながら，論理的に追求しえた点に求められる。今一度ここで論

理の糸だけをとりだして彼の言う「構造的後退」を図式的に示しておくと

以下のようになる。

〔Ｉ〕プラニングの衰退＝持続的発展努力の欠如（政府財政の浪費と無

規律，ならびに公共部門の役割の低下)→〔Ⅱ〕投資．生産構造における歪

みの進展（｢エリート志向的」生産構造への転換)→〔Ⅲ〕．(a)分配構造にお

ける歪ふの進展（所得・資産分配における不平等の拡大)，（b)雇用構造に

おける歪象の進展（雇用椚大率の低下)→〔Ⅳ〕．(剛)消費構造における歪象

の進展（賃金財利用度の低下)，（b)貧困・失業のjW大。

ここまでくるともはや誰の眼にも明らかなように，シェティの論理構成

はすぐれてケインジアン的なアプローチの上に成り立っている。ここにシ

ェティの手腕をもって，マクロ経済学的な視角からのインド経済の「全機

構的．総体的」把握の可能性が開かれたと言いうる。しかし同時にまさに

その点に彼の分析の限界も横たわる。分析の切れ味が鋭ければ鋭いほど，

そこから浮び上ってくる政策的含意はやせ細るというジレンマを遂に抜け

きることができなかった。論理の糸は絶えることなく「プラニングの衰

退＝公共部門の役割の低下」という一点に集約されていったために，彼の

提唱しえた政策的含意もまた，公共部門の役割の強化→公共投資の増大と

いう－点に限定されてしまった。インド経済の「柵造的後退」を眼前にす

る時，シニティの政策的結論はあまりにも楽観的である。カンバスに絵具

を塗り一枚の絵画をつくりあげる方法と，すでに出来上った絵画をもとの

カンバスに還元する方法は，「|らその方法自体が異ならざるをえないので



６８ 

あって，単に作業の１１頂序を変えれば事足りるというものではない。「デー

タの卓抜性と，その批判的な利用は，ほとんどまったくと言ってよいほど
（１） 

の政治的展望の欠力ﾛと顕著なコソトラストをなしている」という激しいコ

メントがなされるのも故なしとしない。更にこのコメントは続けて「シェ

ティはネルー時代をノスタルジアをもって眺めている。その時期には巨大

な貧困が存続しつづけたにもかかわらずにだ」と指摘し，６０年代中葉以降

の購造的後退がそれに先立つ時期の一個の歴史的産物であることを強調す

る中で，シェティの結論は要するに｢失なわれし時を求めて｣の徒労に過ぎ

ぬと断定するのである。私は60年代中葉以降の構造的後退が，それに先立

つ時期の歴史的産物に他ならないというこのコメントに加担する。６０年代

中葉が独立後インド経済の大きな転期であることはいくつかの事態がそれ

を示している。すなわち，２年間にわたる大飢繊，第３次５か年計画の終

結，食糧危機・外貨危機の深刻化，等を。しかしその時期が何故独立後イ
●● 

ソド経済史のF'二'で一つの画期になるのか，という観点の確立がシェティの

分析には欠落している。そうなってしまった主要な理由は，彼の分析の枠

組みが結局は典型的にケインズ学派的なそれに局lIiiしたために，より自由

な飛翔を防げられたからである。インド経済史が一個の独自性をもった資

本主義発達史として把握されない限り，民間部門分析は公共部門分析の補

足的・従属関数的地位を脱却することができない。シェティの民間部門分

析が，それ自体大きなうねりをもった運動体として立ちあらわれないのも

この一点に帰すことができる。したがって彼の「全機構的・総体的」分析

はその厚承を失ない，不幸にもその意図とは裏腹に一面的なものにならざ

るをえなかった。極論すれば，インド資本主義の全機構的・総体的な分析

は，彼の方法を転倒することによってのみ良くなしうる。すなわち民間

部門（農・工両部門）の特殊性・独自性（特殊インド的な「遅れ」と「歪

み｣）が，むしろ公共部門の性格・役割を規定するのであって，その逆で

はない。その上で公共部門の相対的に自立的な運動が民間部門の動向に作

用するという，公共・民間両部門の相互規定的性格が析出されなければな
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らない。こうした観点に立ってふると，シェティの分析にはその転倒した

方法によって生じざるをえなかった致命的な欠落が二つある。第一は農・

エ両部門間の構造的連関分析（国内市場構造論）の欠落であり，第二は産

業構造と貿易構造との連関分析（対外市場進出に対する飢餓と多国籍企業

からの技術導入に対する飢餓という二重の飢餓の下で進展するインド型独

占企業論）の欠落である。のみならずこの二つの分析視角の欠落は必然的

に階級構造の分析の欠落をもたらした。プラニングの衰退・公共部門の役

割の低下という現象を蝋に行政的・経営的な技術論に解消することはでき

ない。そこには，こうした事態をもたらした階級的な利害関心の分析が不

可欠である。

以上，シェティ氏を煎敬する私のささやかなコメントである。的を得な

いコメントではないかと心中Jil4かにおそれるが，この拙い紹介文が少しで

もインド資本主義分析に対するi流者の関心を呼び起こすものとなるなら

ば，私の責は果される。

最後に一言。紹介論文の中に所狭しと挿入された総計53表に及ぶ統計の

中で語られている数字は，インドの経済発展を自らの真剣な課題とする者

にとっては，知的な遊びの産物ではなく，その一つ一つが痛切な111}ぴであ

る。シェティのこの論文が，もしわれわれを感動させるとすれば，それは

氏の正確な統計処理と「全機構的」把握の方法であるとともに，否それ以

上に，これらのおびただしい統計譜表にこめられた氏の情熱である。

(1)ArjunMakhijani,“StructuralRetrogressionmthelndianEconomy：A 

CommentoMEco"o"Zjc＆ＰｏｌｊｊｊｃａｊＷとehJy，Vol､ＸＩＩＩＮｏ,45,November

llD1978 


